
平成22年度職員の給与改定等に係る交渉の概要 
 

１ 交渉団体 

神奈川県職員労働組合連合協議会（県労連） 

 

 構成団体 

  神奈川県教職員組合 

  神奈川県職員労働組合 

  神奈川県高等学校教職員組合 

  自治労神奈川県公営企業労働組合 

  自治労神奈川県職員労働組合 

 

２ 交渉回数 

  平成22年10月19日から11月11日まで  11回 

 
３ 県の提案及び県労連の主張と合意内容 

項 目 県の主な提案 県労連の主な主張 合意内容 

給与改定関係 

月例給 月例給の公民給与の較差は

496円、0.12％のマイナスに

なっていることから、較差を

解消するために国の俸給表

に準じた改定を行うこととし、

年間での均衡を図るため、1

2月の期末手当で調整を行

いたい。 

 

 

 

月例給の減額調整及び一

時金の引き下げについて

は、３％の給与削減に協力

している職員負担の重さを

踏まえて対応すべき。 

国の改定俸給表を基準とし

て改正する。また、教育職

給料表については、行政

職給料表⑴との均衡を基

本に改定する。 

（平成 23 年１月１日実施） 

期 末 ・ 勤 勉 手
当 

・ 人事院勧告に基づき、年

間の支給月数を0.20月引

き下げ3.95月とすることとし

たい。 

・ 勤勉手当の成績率は、上

位区分との差を維持しなが

ら、各区分の支給率を原資

見合いで一律に引き下げ

ることとしたい。 

 

 

 

 

勤 勉 手 当 の 成 績 率 の 拡

大、強化は行わないこと。

原資確保のために、良好

区分の引き下げ幅を大きく

することは認められない。 

年間の支給月数を 4.15 月

から 3.95 月に 0.2 月引き下

げる。 

 

※ 一般職員の場合の支

給月数及び勤勉手当へ

の成績率の反映は欄外

に記載のとおり 



項 目 県の主な提案 県労連の主な主張 合意内容 

勤務時間等 

年次休暇の繰

り越し 

労働基準法の改正を踏ま

え、平成22年に付与された

年次休暇から、時間単位に

ついても繰り越すことができ

ることとするとともに、時間単

位で取得した場合の１日へ

の換算については、８時間

で１日とするものとする。 

労働基準法改正の趣旨を

踏まえ、制度改正すべき。 

労働基準法改正の趣旨を

踏まえ、平成22年に付与さ

れた年次休暇から、時間単

位についても繰り越すこと

ができることとするとともに、

時間単位で取得した場合

の１日への換算について

は、８時間で１日とすること

とする。 

（平成 23 年１月１日実施） 

時間外勤務手

当の改定 

・ 国に準じて、日曜日の勤

務についても、時間外勤務

が60時間を超えた場合の

割り増しの積算基礎に算入

する。 

・ 合わせて、時間外勤務代

休時間にも算入する。 

国に準じて制度改正すべ

きだが、労働時間短縮その

ものについても議論すべ

き。 

・ １ヶ月 60 時間を超える

時間外勤務について、割

増分の積算の基礎に日

曜日又はこれに相当する

日の時間外勤務も含める

こととし、日曜日又はこれ

に相当する日の時間外勤

務手当の割増率を 35％

から50％に引き上げること

とする。 

・ 日曜日又はこれに相当

する日の時間外勤務につ

いて、引き上げられた割

増 率 が適 用 され る場 合

は、その引き上げられた

時間数に応じ、時間外勤

務代休時間に代えること

ができるものとする。 

（平成 23 年４月１日実施） 

福利厚生の見直し 

慶弔金の見直

し 

結婚祝金、出産祝金、弔慰

金については、今年度をもっ

て廃止したい。 

福利厚生の役割を踏まえ

た上で議論すべき。 

県費で負担している結婚

祝金、出産祝金及び弔慰

金については、平成 22 年

度をもって廃止する。 

福利厚生事業

の組み替え 

・ 職員クラブについては、

事業評価の結果や利用状

況を踏まえ廃止の方向で

整理する。 

 

合意に基づいた対応を求

める。個々の協議に終わら

ない十分な協議期間も必

要。 

大平荘は平成 25 年３月ま

での廃止を目途に諸課題

を整理するとともに、職員ク

ラブ運営事業の廃止を含

めて、福利厚生全般を見 



項 目 県の主な提案 県労連の主な主張 合意内容 

福利厚生の見直し 

福利厚生事業

の組み替え 

（続き） 

・ 大平荘は老朽化により維

持管理に多額の費用がか

かることや利用状況を踏ま

え23年度をもって廃止とす

る。 

・ 施設中心から、職員のラ

イフステージ支援といった

より使いやすい福利厚生事

業への組替えを行っていき

たい。 

 直し、より使いやすい福利

厚生事業へ組み替えること

とし、今後、話し合ってい

く。 

メンタルヘルス

対策 

職員リハビリテーションにつ

いて、検証を行うなど有効な

方法について話し合ってい

きたい。 

・ 国の試し出勤制度に倣

ってリハビリ勤務の改善

を。 

・ 産業医としての精神科

医を配置しメンタルヘルス

対策を推進すること。 

・ 教職員健康管理センタ

ーを設置するべき。 

平成 23 年度から、職員健

康管理センターに精神科

の産業医を配置するととも

に、メンタルヘルス相談窓

口の拡充を行うものとする。

また、教育職員の健康管

理事業として脳ドック及び

器官別検診の充実を図る

ものとする。 

その他 

住居手当の見

直し 

自宅に係る住居手当は、速

やかに廃止したいが、較差

が無い中で、人事委員会か

ら水準面への均衡も言われ

ていることを踏まえ、一年間

検討のための猶予期間を置

きH24.3をもって廃止した

い。 

職員公舎を廃止する中で、

職員の住居の状況ととも

に、国とは異なる県の実態

及び手当支給の経過、意

義、果たしてきた役割を踏

まえ説明責任を果たすべ

き。 

自宅に係る住居手当につ

いては、人事委員会の報

告とこれまでの交渉経過を

踏まえ、公民較差の解消の

手法等について労使で話

し合いの場を設けることと

する。 

非常勤職員等 ・ 給料表引き下げ改定に伴

い、非常勤報酬単価を改

定する。 

・ 雇用期間、給与、休暇に

ついて法の趣旨や任期の

定めのあること、勤務時間

が短い職員がいること等を

勘案すると、これ以上の改

善は困難。 

・ 本来は常勤職員を配置

すべきところに配置され、

同じ労働をしているのに

報酬が低く抑えられてい

る状況を改善すべき。 

・ 非常勤職員、臨時的任

用職員の雇用期間、給

与、休暇等について改善

を。 

・ 給料表引き下げ改定に

伴い、非常勤報酬単価を

改定する。 

・ 非常勤職員の年次休暇

について、６箇月間に取

得できる年次休暇の日数

の範囲内で、１月継続８割

以上勤務で２日の年次休

暇を取得できるものとす

る。 



項 目 県の主な提案 県労連の主な主張 合意内容 

その他 

非常勤職員等 

（続き） 

  ・ 臨時的任用職員の年次

休暇について、継続勤務

期間等が６月以内の職員

にあっては継続勤務期間

等が２月の期間に対して

付与する年次休暇日数

を、継続勤務期間等が６

月超の職員にあっては継

続勤務期間等が６月の期

間に対して付与する年次

休暇日数を、それぞれ１

日加算するものとする。 

（平成 23 年４月１日実施） 

 
 
 
 
 ※ 一般職員の場合の支給月数                                  （ ）内は改正前 

 ６月期 12月期 年間計 

期末手当 1.225 （1.25） 1.375 （1.50） 2.60 （2.75） 

勤勉手当 0.675 （0.70） 0.675 （0.70） 1.35 （1.40） 

年 間 計 1.90 （1.95） 2.05 （2.20） 3.95 （4.15） 

 
   勤勉手当への成績率の反映 

成績の区分 改正後 現行 

特に優秀 79.5/100 81.5/100 

優   秀 72.5/100 75.0/100 

良   好 66.0/100 68.5/100 

良好でない 61.0/100 63.5/100 

 


